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⾼⾎圧のシステムエンジニアが脳出⾎で
死亡したら使⽤者は安全配慮義務に
より損害賠償責任を負うか？

２．最近読んだ本の紹介
さくらざわ博⽂
｢もう職場から“うつ”を出さない！｣

（1）

うつ病･過労死問題に取り組んで20年の弁護⼠が説く
『企業のためのメンタルヘルス対策コーナー』

メンタルヘルス問題で悩んでいる経営者、⼈事担当者、管理職の⽅は必⾒

１．Ｑ＆Ａ ⾼⾎圧のシステムエンジニアが脳出⾎で死亡したら
使⽤者は安全配慮義務により損害賠償責任を負うか？

コンピュータソフトウェア関連業務に従事していたシステムエンジニアの30代男性が、⼊社当初から⾼⾎圧症に罹
患していたのに、年間労働時間が3500時間を超える恒常的な過重業務に従事し、プロジェクトリーダーの職務に
就いた後は要員の不⾜等により⻑時間の残業をしたことから、脳出⾎を発症して死亡したという事案につき、裁判
例は使⽤者の安全配慮義務違反についてどのような判断を⽰したのでしょうか。
東京⾼裁判決(平成11年7⽉28⽇)は、安全配慮義務の具体的内容として、①｢労働時間、休憩時間、休

⽇、休憩場所等について適正な労働条件を確保｣すること、②｢健康診断を実施｣すること、③｢労働者の年齢、
健康状態等に応じて従事する作業時間及び内容の軽減、就労場所の変更等適切な措置を採る｣ことを⽰しま
した。
これらの安全配慮義務の内容は⼀義的なものではなく、労働者の職種、業務内容、労務提供場所などの具体

的状況によって異なるというのが最⾼裁判例です。
例えば、⾼⾎圧症を有する労働者に対する安全配慮義務の内容についてみると、東京⾼裁判決は、｢⾼⾎圧

患者は、脳出⾎などの致命的な合併症を発症する可能性が相当程度⾼いこと、持続的な困難かつ精神的緊
張を伴う過重な業務は⾼⾎圧の発症及び増悪に影響を与えるものであることからすれば、使⽤者は、労働者が
⾼⾎圧に罹患し、その結果致命的な合併症を⽣じる危険があるときには、当該労働者に対し、⾼⾎圧を増悪さ
せ致命的な合併症が⽣じることがないように、持続的な精神的緊張を伴う過重な業務に就かせないようにすると
か、業務を軽減するなどの配慮をするべき義務がある｣としています。さらに東京⾼裁判決は、｢使⽤者は、⾼⾎圧
が要治療状態に⾄っていることが明らかな労働者については、⾼⾎圧に基づく脳出⾎などの致命的な合併症が発
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⽣する蓋然性が⾼いことを考慮し、健康な労働者よりも就労内容及び時間が過重であり、かつ、⾼⾎圧を増悪さ
せ、脳出⾎等の致命的な合併症を発症させる可能性のあるような精神的及び⾁体的負担を伴う業務に就かせ
てはならない義務を負う｣とも判断しました。
以上の安全配慮義務は、｢労働者から業務軽減の申出がされていないことによっても、何ら左右されるものでは

ない｣(東京⾼裁判決)とされています。
この安全配慮義務は業務遂⾏に裁量がある労働者について軽減されるのでしょうか。
東京⾼裁判決は、｢⼀審被告【注:使⽤者】は、太郎【注:被災者】の業務はいわゆる裁量労働であり時間外

労働につき業務命令がなかったことを理由に、⼀審被告に安全配慮義務違反はないとも主張する｣が、｢取引先
から作業の完了が急がされている本件プロジェクトのリーダーとして、太郎を業務に就かせている以上、仮に太郎の
業務がいわゆる裁量労働であったことをもって、⼀審被告の安全配慮義務違反がないとすることはできない｣と判
断しました。
裁判例は、裁量的な労働の場合も、業務の遂⾏において期限が定められている等の制約があれば使⽤者は安

全配慮義務違反に問われることを認めたものです。

２．最近読んだ本の紹介
さくらざわ博⽂｢もう職場から"うつ"を出さない！｣(労働調査会、2016年)
著者は、産業医として活躍しながら、京都⼤学社会健康医学博⼠号を取得し、法科⼤学院にも通い、学際

的に研究をしておられます。
本書は、副題が｢ストレスチェック時代の最新メンタル不調予防法｣とされているとおり、ストレスチェック制度の実

施をするためのノウハウに紙数を割いており、実施に関しては、例えば質問紙調査の特徴、限界や分析⽅法が詳
しく述べられています。著者が卒業された産業医科⼤学が開発した｢メンタルヘルス改善意識調査票｣
(MIRROR)と職業性ストレス簡易調査票との組み合わせが紹介されていますが、本ニューズレター第1回で紹介
した三井化学では、同じく産業医科⼤学が開発した｢メンタルヘルス⾵⼟調査｣(WIN)を併⽤しているようですし、
第2回で紹介した精神科医は｢ピッツバーグ睡眠質問票｣を併⽤しているので、本書を読みつつ、企業のニーズに
合わせたストレス調査を構築することが肝要と思われます。
⾯接指導や就業上の措置の段階では、医師の⽴場から産業医の選び⽅など率直な意⾒も述べられており、図

表や書式、チェックリストが豊富に掲載されています。書式等の充実は職場復帰の場⾯でも同様です。メンタルヘ
ルス不調による休職において難しいのは職場復帰ですが、休職時から職場復帰後まで症状の推移に応じた対処
法が記述されています。
このように筆者の産業医としての経験に基づくメンタルヘルス対策の実践的知識を学ぶことができ、実務に役⽴つ

と思われます。本書は中級編といえますが、専⾨書ではありませんので、厚⽣労働省のストレスチェック指針やスト
レスチェック制度実施マニュアルを読んで、ストレスチェックを実施してみたものの、今後のメンタルヘルス対策をどのよ
うに策定し、実⾏していくのかについて悩んでいる⼈事部の社員、衛⽣管理者、労働組合の役員に最適です。
初級編がよいという⽅には、労働者個⼈向けに執筆された｢メンタル不調者のための復職･セルフケアガイドブッ

ク｣(⾦剛出版、2016年)をお勧めします。
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